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第11章
適合性評価と認定・認証制度

本資料は，経済産業省委託事業で
ある「平成19年度基準認証研究開発
事業（標準化に関する研修・教育プロ
グラムの開発）」の成果である。
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1 適合性評価とは何か理解し、その意義を学ぶ

2 国際的な適合性評価制度が生まれた背景とその意義を学ぶ

3 多数の適合性評価に関する国際規格の存在を知り、適合性

評価の制度の広がりを学ぶ

4 マネジメントシステムの適合性評価について深く考察し、国際

的な適合性評価制度の発展を学ぶ

5 その他各種の適合性評価制度について学ぶ

6 適合性評価制度の問題点とその解決策について学ぶ

学習のねらい・・・・・ 第11章 適合性評価と認定・認証制度
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1 適合性評価とは

2 国際的適合性評価制度が発展した背景

3 適合性評価の規格

4 マネジメントシステムの適合性評価制度

5 その他の適合性評価制度

6 適合性評価制度の利点と問題点

<まとめ>

<演習課題>

<文献>

目 次 ・・・・・ 第11章 適合性評価と認定・認証制度
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定義 （ ISO/IEC 17000:2004 [JIS Q 17000:2005 ]) その１

製品、プロセス、システム、要員又は機関に関する規定
要求事項が満たされていることの実証

適合性評価

認定

認証
製品、プロセス、システム又は要員に関する第三者証明

適合性評価機関に関し、特定の適合性評価実務を行う能力
を公式に実証したことを伝える第三者証明

「認証」はシステム規格への適合性を保証する場合「審査登録」と呼ぶこともある

Certification

Accreditation

Conformity
assessment

1 適合性評価とは ①

◆ 解 説
認定・認証について具体的なことはこのあといくつものスライドで学ぶ。ここでは厳密な定義が国際規格として規

定されているということを理解しておくこと。

適合性評価を実施する行為に認定と認証があり、これは2段階の階層構造になる。認証は、認証機関が製品、
プロセス、システム、又は要員について、製造メーカー、サービス提供会社などを直接審査して適合と判断した時
に認証書Certificateを発行するというものであるが、この認証を行う機関が正しく公平な審査を行えるかどうかを、
権威のある機関が審査して適当と認めることを認定と称する。

国ではない民間の第三者機関だけで「権威」といえるような信頼性を確保出来るのかどうか、というのが適合性評
価制度の基本的課題である。

◆ 参考資料

1) ISO/IEC 17000:2004 (JIS Q 17000:2005)
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定義 （ ISO/IEC 17000:2004 [JIS Q 17000:2005 ]) その２

第一者適合性評価

対象を提供する人又は組織によって実施される適合性評価

第二者適合性評価

その対象について使用者側の利害をもつ人又は組織によって実施される
適合性評価

第三者適合性評価

対象を提供する人又は組織、及びその対象について使用者側の利害を持つ人
又は組織の双方から独立した、人又は機関によって実施される適合性評価

1 適合性評価とは ②

◆ 解 説

第一者による適合性評価というのは、組織が自主的に評価するものである。日本の総合的品質管理はこれが主
流であり、あらゆる場面で問われる品質の信頼性について、各社とも大変な努力をはらって研究し、実践し、ア
ピールにつとめた。しかし国際的な競争の場では自主努力というものの基準が不透明であり、十分理解される
とは限らない。しかし外部からも認められるある基準を設けて基本的なところを必ずおさえ、実践していると自主
的に確認し宣言することが出来れば、これが最も合理的、経済的ともいえるものである。そのための手続き基準
として ISO/IEC 17050-1, 2  (JIS Q 17050-1,2)がある。この規格の要求事項を満足することで「自己適合宣言」
をすることが出来る。JISについては新しい制度によりJIS規格適合の自己宣言も出来るようになった。JIS規格へ
の自己適合宣言の指針としてはJIS Q 1000:2005が制定されている。これはJIS Q 17050の適用対象が広すぎ
るので、それを基礎におきながらJISの製品規格に関する自己適合宣言に限定して制定された規格である。

第二者による適合性評価というのは、メーカーからものを購入する購入者側が、供給者を評価するものである。
日本では電力会社や電話会社のような高度の信頼性を必要とする組織が、独自の購入規格を作って供給者
に求め、監査して合格したところから購入するという手法が古くからとられていた。独自の規格と審査を要求す
るケースは日本では限られていたが、欧米では軍需調達という巨大な取引の場で第二者による監査（適合性
評価）は日常茶飯事であった。

第三者による適合性評価は、購入者・供給者の双方から独立した第三者が、購入者に代わって審査する、という
ものである。信頼に足る第三者が審査して合格（適合）と認めれば、この合格証書（認証書）はあらゆる購入者
に受入れられることになり、取引の上で大きな効果が期待される。しかしながらこの第三者という立場がどれだ
け客観的に信頼できるものであるかが問題であり、ここに適合性評価制度の国際的な合意形成が必要になっ
てくる。

◆ 参考資料

1) ISO/IEC 17000:2004 (JIS Q 17000:2005)

2) ISO/IEC 17050-1,2:2004 (JIS Q 17050-1,2:2005)

3) JIS Q 1000:2005

4) JISCのURL http://www.jisc.go.jp/jisc/pdf/jismark2_siryo4.pdf



適合性評価・認証制度 6

第三者認証が制度の中心

製品、サービス、プロセスなどが必要な要求事項に適合しているか、購入者に代わっ

て第三者である認証機関が保証する制度と言える。

更に、認証機関や審査員の資格制度について「認定」という制度によって、国際的
なルールで「認証の信頼性」を確保するしくみになっている。

（第三者）

（第二者）（第一者）

認定機関認定

認証機関
(Certification body)

購入者
(Purchaser)

供給者
(Supplier)

製品、サービス
プロセスなど

国際連携

http://www.jisc.go/

1 適合性評価とは ③

◆ 解 説

以上述べたことを図解したものを示す。これはJISCホームページの「適合性評価」から引用したものである。JISC
では適合性評価については丁寧な説明を提供している。

国の規制ではなく、民間の第三者機関が購入者（消費者）に代わって規格適合性を評価し、認証（お墨付き）を
与える、という制度であることを先ず理解してほしい。

◆ 参考資料

1) 工業標準調査会JISCのURL         http://www.jisc.go/



適合性評価・認証制度 7

認定・認証の関係

ISO/IEC 17011:2004 (JIS Q 17011:2005)

認定機関

適合性評価機関

製品（サービスを含む）

供給者

能力の評価

適合性の評価

・適合性評価機関の能力（信頼性）を評価・認定
・認定機関同士が相互承認することでその認定
の効力は国際的に受入れられる

・適合性評価機関は規格又は仕様への適合性を評価
・評価の対象は製品（サービスを含む）及び供給者

・購入者は、製品（サービスを含む）やその供給者が
規格又仕様に適合することを信頼して購入

・規制当局が製品（サービスを含む）や供給者に関する
要求事項を設定する場合がある

1 適合性評価とは ④

◆ 解 説

認定・認証の関係や意義についてはISO/IEC 17011:2004 (JIS Q 17011:2005) に詳細に解説されている。

この規格は認定機関に対する一般要求事項であり、認定機関同士が相互に評価し合うときの基準として使わ
れる。

◆ 参考資料

1) ISO/IEC 17011:2004 (JIS Q 17011:2005) 
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工業製品の信頼性確保についての身近な例から

１ 製品がJIS規格に「適合」していること

２ 検査設備、検査方法がJIS規格に「適合」していること

３ 品質管理体制が工業標準化法の省令に規定された基準に「適合」して

いること

誰が審査し、誰が認めるのか？

JISマークの表示が出来る要件

一般的に「適合性評価」とは、

ある「もの」や「こと」が、ある「基準」に対して適合」しているかどうか調べて「評価」すること

JIS マーク表示制度 その１

誰のために？

1 適合性評価とは ④

◆ 解 説
JISマーク制度が「身近な例」といえるかどうかわからないが、JISマーク制度については第3、4章で既に学んでい

ることを期待している。

適合性評価をことば通りに解釈することは難しいことではない。しかし、誰が、誰を、何を評価するのか、その結果
を何のために、誰が、受入れるのかということ、このような制度の信頼性をとう確保するか、をしっかり学ばなければ
ならない。JISマーク制度で学習したことをもう一度思い返して、適合性評価のしくみを理解する助けにしたい。

◆ 参考資料
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工業標準化法 施行1949

国が検査し、JISマーク表示を許可する

工業標準化法 改正1997

国が指定した「指定認定機関」が審査しJISマーク表示を「認定」
する （国の行為を指定機関に委託）

工業標準化法 最新の改正2005

国に登録した民間の第三者登録認証機関が審査し、JISマー
ク表示を「認証」する

国際的に整合した適合性評価制度になった
認証機関名

JIS マーク表示制度 その２
指定商品
について

指定商品
は廃止

1 適合性評価とは ⑤

◆ 解 説
JISマーク制度は以前は国が法律に基づいて管理することで、 「権威がある」として、国民がその信頼性を納得して
いた。しかしながら、国際協調と規制緩和の流れの中で、各種のマネジメントシステムと同じく、民間機関による第
三者認証というしくみに変わって来た。最新の制度は国際的なルールとしての適合性評価と同等になっている。民
間機関による第三者認証という制度で信頼性をどう確保するか、それが適合性評価について学ぶことの核心であ
る。

JISマーク表示認証制度はこれで手続きとしては国際的なISO 9001による認証制度と同等になったが、ISO 9001
がシステムの認証であるのに対し、JISマーク制度は製品の認証制度（製品の品質に加えてシステムも、検査など
のプロセスも審査される）であるところが大きく異なる。JISマークは製品に表示することが出来るが、ISO 9001の認
証は製品には表示できない。

◆ 参考資料

1) 標準化ジャーナル Vol. 35 2005.6  p.3
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国毎に異なる制度から国際的に開かれた制度への流れ

強制分野

任意分野

各国の中央政府あるいは地方政府が、国民の生命・財産を守るために、法

律に基づく強権のもとで、特定の製品やサービスについてその特性を規定し、

その遵守を義務付ける。

この分野での適合性評価制度を「基準認証制度」という。

強権によらず、契約と市場原理に基づいて、供給者と購入者の間で製品

やサービスが取引される分野である。

グローバル経済

国際競争環境

貿易自由化
規制緩和 新しい国際ルール

2 国際的適合性評価制度が発展した背景 ①

◆ 解 説

日本では典型的な基準認証制度として、電気用品の安全制度 PSE マークがある。強制法規（電気用品安全法）
によってこのマークのないものは販売出来ない。その他約２５件ほどの法律が特定の基準を守らせる強制分野を
もっている。

JIS規格それ自体はすべて任意規格であるが、これをある法律で引用して義務付けると、その法律による基準認
証制度となる。

ISO 規格やそれに基づく適合性評価制度は任意の分野であるが、国際的なルールにより市場取引の中で制度の
運用奨励が図られる。

国による強制でなく、このような任意の国際的ルールによって組織の活動を市場や社会が信頼して受入れるしく
みが発展したことは注目に値する。固い制度としての法規制に対してこういう制度はソフト・ローsoft lawと呼ばれる。

◆ 参考資料
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市民の安全と健康を守るために従来の方式

各国において、国あるいは自治体など行政当局が責任

→ 基準を定め、手続きを決めて適合性を評価し、適合することを「保証」

問題

規制のもとになる「基準」、「適合性評価の方法」が国毎にまちまち

→ 国際取引において「貿易の技術的障害」

GATT スタンダードコード WTO/TBT 協定

1980 1995

2 国際的適合性評価制度が発展した背景 ②

◆ 解 説

国際的なルールの合意は国際条約の形で法的根拠をもって形成される。

1980年発効したGATTスタンダード・コードでは、貿易における技術的障害を取り除く努力を各国に求めていた
が、GATT（関税と貿易に関する一般協定General Agreement on Tariffs and Trade）は国際条約ではない一般協
定であり、法的拘束力がなかった。GATTを「格上げ」する形で1995年に設立されたWTO（世界貿易機関World 
Trade Organization）による協定は完全な国際条約であり、条約国に対しては強い拘束力がある。WTO協定の一
部を構成するTBT協定（貿易の技術的障害に関する協定Agreements on Technical Barriers to Trade) では、貿
易における技術的障害として規格や適合性評価をあげ、これらについてはオープンで、公平性、公開性、透明性
のあることを求めている。この協定により、ISOなどの国際規格やこれを基準とした適合性評価の制度が、法的根拠
をもって各国に広められることになった。

但し、国民の安全・健康を守ること、環境を守ること、国の安全保障にかかわることなどはWTO/TBT でも国際
ルールを強制はしないことになっている。

◆ 参考資料
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WTO/TBT 協定 (Technical Barrier to Trade : 貿易の技術的障害)

・ 国際規格及び国際適合性評価制度が生産の効率化を改善し、国際貿易を
容易なものにすることを認める。

・ 強制規格及び任意規格、並びにこれら規格の適合性評価手続きが国際貿
易に不必要な障害をもたらすことのないようにする。

・ 強制規格及び任意規格について、国際規格がすでにあるか又は準備中で
ある場合、その国際規格を基礎とすること。

･ 適合性評価手続きについて、国際標準化機関によって発表された関連す
る指針もしくは規格に基づいて制定すること。

公正性 Impartiality、公開性 Openness、透明性 Transparency の原則

2 国際的適合性評価制度が発展した背景 ③

◆ 解 説

WTO/TBT協定は極めて重要な国際的な約束事であるので更に詳細学ぶ必要がある。

ISO などの国際規格、これを適用する国際的な適合性評価制度などはこのWTO/TBTによってその意義が明確
になり、条約加盟国全部が尊重しなければならないことになった。

余談

国際ルールは殆どが英語又はフランス語であり、大多数の国が翻訳という大仕事をかかえることになる。
WTO/TBT合意以後、国際規格の数が急速に増大している現実は「差別なく公平で」とはいうものの、苦労を強い
られる多くの人々がいる。更に、ルールに従うのでなく、ルール作りに参画してルールの本質的な部分を自分たち
に合ったものにしていくためには国際的な議論の場で通用する外国語を習得しなければならない。

◆ 参考資料
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国際標準に関す
る国際機関

ISO 国際標準化機構

IEC   国際電気標準会議

ITU 国際電気通信連合

CODEX 食品規格委員会（FAO/WHO)

OIML   国際法定度量衡機関 など

適合性評価に関
する国際機関

IAF 国際認定機関フォーラム

ILAC 国際試験所認定協力機構

CIPM 国際度量衡委員会 など

国際規格及び国際適合性評価制度のための国際機関

いずれもWTOと密接な関係を持って活動している

2 国際的適合性評価制度が発展した背景 ④

◆ 解 説

国際標準の範囲は広い。この講座では主として現在工業標準関連で最も影響力のある標準化機関であるISOと、
ISOの規格に関連した適合性評価の分野で最も重要なIAFを中心に説明を進める。

他の標準化機関や適合性評価に関する機関についての説明は簡略にとどめるが、国際的な適合性評価制度の
広がりについては知っておいてほしい。なお、国際組織のほかに地域協力的な機関もある。規格についてはヨー
ロッパ規格として CEN、CENELEC が有名、適合性評価では、アジア太平洋地域の認定機関協力機構 PAC、同
じくアジア太平洋地域の試験所認定機関協力機構 APLAC というのもある。

◆ 参考資料
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ISO/CASCO について (Committee on Conformity Assessment)

ISO の中にある３つの政策開発委員会のひとつで、適合性評価の原則と実施に関する
問題を扱う。 設立1985年 （前身のCERTICO 認証委員会は1970年）

（委任事項）

・適切な規格又は他の技術仕様に対する製品、プロセス、サービス、マネジメントシス
テムの、適合性評価方法の検討

・ 製品、プロセス、サービスの試験、検査、認証の実施、ならびにマネジメント システ
ム、試験所、検査機関、認証機関、認定機関の評価及びそれらの運 営と、受入れ
に関する国際ガイド及び国際規格の作成

・ 国家及び地域の適合性評価システムの相互的な承認と受入れ、ならびに 試験、
検査、認証、評価、及びそれらに関連する目的のための国際規格の 適切な使用の
促進

3 適合性評価の規格 ①

◆ 解 説

ISOの３つの政策開発委員会PDC(policy development committees)は、CASCOの他、COPOLCO(committee on 
consumer policy)及びDEVCO(committee on developing country matters)である。

ISO/CASCO は適合性評価の問題を扱う委員会ではあるが、適合性評価を行うことはしない。

国際規格を作る機関はこの一つ前のスライドに見るようにISO、IECだけでなく多岐にわたり、それらの規格につ
いての適合性評価に関わる国際機関も多数ある。このため適合性評価についてのルールはこれら多くの機関の
合意を得て矛盾のないように作り上げなければならない。このためISO/CASCOはこれら国際機関と密接に連携を
とっている。

（説明文は多少難解であるが、国際標準の関連事項を正確に把握するためにはやむを得ない。本当は英語の
原文を参照することが望ましい。）

◆ 参考資料

1) 工業標準調査会JISCのURL http://www.jisc.go/
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適合性評価に関する規格又はガイド

ISO/IEC Guide 60:2004 適合性評価－適正実施基準

ISO/IEC 17000:2004 適合性評価－用語及び一般原則

ISO/IEC 17011:2004 認定機関に対する一般要求事項

ISO/IEC 17040-2004 適合性評価機関及び認定機関の同等性評価に対する

一般要求事項

ISO/IEC 17021:2006 マネジメントシステムの認証機関に対する要求事項

ISO/IEC 17024:2003 要員の認証機関に対する一般要求事項

ISO/IEC Guide 65:1996  製品認証機関に対する一般要求事項

!SO/IEC 17025:2005 試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項

・・・ｅｔｃ．・・・（20数件の規格又はガイドが発行されている）

3 適合性評価の規格 ②

◆ 解 説

「ISO/IEC xxxxx」 とは CASCO が作成した ISO と IEC の共通の規格である。IECには適合性評価の政策のた
めに適合性評価評議会 CAB（conformity assessment board) があり、CASCO と連携をとっている。

ガイド６０の適正実施基準というのは、適合性評価の基準文書、機関、システム、スキーム及び結果を含め、適合
性評価のすべての要素に対して適性な実施に関する原則を規定したもの。適合性評価に関わる人々や組織に対
する行動規範のようなものである。制度を実際に運営していく認定機関や認証機関もこれを参照しながら「適正
に」活動を進めることになる。

適合性評価に関する規格又はガイドがこれほどまで数多く発行されるということは、制度の対象の広がりを示すと
共に制度の信頼性を如何にして確保していくかという苦労を表しているともいえる。

◆ 参考資料

1) 工業標準調査会JISCのURL http://www.jisc.go/
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ISO/IEC 17021:
2006

ISO/IEC 17011: 2004

要員認証EMS

認証

QMS

認証

製品認証

各種製品・試験
方法規格

ISO/IEC 17050

---

自己適合

宣言

ISO 14001

ISO/IEC Guide

66

ISO/IEC Guide

61

ISO 9001

ISO/IEC Guide

62

ISO/IEC Guide

61

要員技量試
験規格

各種製品
規格

各種検査方
法規格

各種校正・試
験方法規格

対象となる組
織に対する要
求事項

ISO/IEC

17024

ISO/IEC 
Guide 65

ISO/IEC

17020

ISO/IEC

17025

認証機関に
対する要求
事項

ISO/IEC Guide

61

ISO/IEC Guide

61

ISO/IEC

TR 17010

ISO/IEC Guide

58
認定機関に
対する要求
事項

認証検査校正及び

試験

適合性評価の分野と使用される規格及びガイド

適合性評
価の対象

3 適合性評価の規格 ③

◆ 解 説

P.4に示した定義において、適合性評価の対象が「製品、プロセス、システム、要員又は機関」とあったが、それ
が具体的にどのようなものであるか、それらをどのような基準によって評価するのかをこの表で学ぶ。

制度全体として、認定と認証の階層構造を、各種の対象分野について統一された形式で運用されるよう工夫が
されている。試験所・校正機関の認定制度、要員（適合性評価を実施する審査員など）の認証機関の認定制度は
マネジメントシステムの認証制度を支えて総合的に信頼性を高めるしくみになっている。

認定機関として守るべき規格は各対象分野毎に別々の規格・ガイドが作られていたが、全てISO 17011として統
一された。認証機関の評価基準はマネジメントシステム分野で統一化が進められて、QMS(Quality Management 
System)、EMS(Environment Management System)については共通の規格ISO 17021が作られた。

マネジメントシステム規格はQMS、EMS以外にも次々と誕生しているが、これはマネジメントを行っている組織に
とって大きな負担である。規格作成に当っては基本的な共通部分を一定にするよう努力がなされている。

◆ 参考資料
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認定機関

認証機関

組織

B国

認定機関

審査員研修機関審査員登録機関審査登録機関

組織 審査員 審査員候補 研修生

A国

申請

審査

認証

MRA

登録

登録

評価

申請 研修とテスト

認定

適合性評価のスキーム

MLA

承
認

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ①

◆ 解 説

認定accreditationと認証certificationの階層構造による第三者適合性評価の制度は、ISO 9000sのもとであるBS 
5750 を開発した英国において、NACCBという英国唯一の権威ある認定機関が作られたことにはじまる。(NACCB 
= National Accreditation Council for Certification Bodies 英国認定評議会、その後名称が変わってUKASとなって
いる。)

認証に当っては審査員の個人的資質・能力が大きな問題になるので、この点も合わせて同じ認定機関の責任の
もとで研修と資格管理のしくみが用意されている。

同じしくみを各国が作り、認定機関の間で相互に承認する協定 MRA (Mutual Recognition Agreement) が結ば
れることによって、一つの国の認証が他の国でもそのまま通用するという利点がある。各国の認定機関が集まって、
お互いに認定・認証のレベルを合わせる努力をしながら、相互にMRAを推進していくしくみが発展した。国際認定
機関フォーラム IAF (International Accreditation Forum) がそれであり、多数国が同時に承認し合う MLA (Multi 
National Recognition Agreement) が進められている。

また、認証機関は他国の認定機関の認定を受けて自国内で認証活動をすることが出来る。日本の認定機関は
1993年に設立されたが、それ以前は英国、オランダなどの認定機関から認定された認証機関が認証業務
を行なっていた。認証書には、認証機関がどの認定機関から認証を受けているか明記される。

◆ 参考資料
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+

+

○書類審査

+

+42

是正活動

（必要な場合）

予備審査

（必要な場合）

○審査登録機関の選定

★認証書発行

○現地審査

○申請、契約

6531月

○○○○○サベーランス審査

◎

32

更新審査

1年

品質マネジメントシステム認証取得の手順の例

実際には申請前に組織内のISO 
9001 を実践する活動が必要

品質マニュアル等

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ②

◆ 解 説

認証を取得するとはどういう内容のものか、具体的に見てみる。ある組織がQMSの認証を受けるとした場合、どう
いう手順になるか、例として示した。必要な時間（月単位）はおおよそのめやすに過ぎない。組織の活動範囲や規
模によってスケジュールは大きく変わる。

初回の審査で認証書を受けた後、サーベイランス審査としてシステムの有効性と改善過程が定期的に審査され
ること、3年の有効期限の前には更新の審査を受ける必要があることを承知している必要がある。定期的なフォロー
が義務付けられることで認証の有効性が維持されるしくみになっている。このしくみはQMS以外でも国際基準によ
る適合性評価ではほとんど同様に運用される。

審査を受けると決心する前に、組織内で十分なシステム作りをすすめておかなければならないが、実際にはこれ
に最低半年～1年はかかるとされている。この過程も含めると、特に中小企業にとっては人的負担、金銭的負担が
大きい。それだけ苦労をして認証を獲得するのは何のためか、どういう利点を狙うのか、十分に検討してからISO 
9000sにチャレンジすることが肝要である。

◆ 参考資料
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歴史的経緯

英国：軍から民へ
品質保証の発展

BS 5750

1979

NACCB設立

1984

国際的背景

欧州市場統合へ

民間の力による信頼性確保のしくみとして
認定・認証制度

（英国認定評議会NACCB は現在UKAS）

GATT

1980
適合性評価は国際基準を尊重
するという原則

ニューアプローチ

1985

１国の基準認証をEC域内
で共有

グローバルアプローチ

1989

WTO

1995

EC域外各国とも相互承認
できるよう推進

国際的適合性評価
のしくみ IAF 設立

1993

認定機関の国際フォーラムISO 9000s

1987

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ③

◆ 解 説

ヨーロッパでは1992年のEC市場統合を控えて域内であらゆる貿易障害を除くことが迫られていた。ここに登場した
ISO 9000sとそれに関わる適合性評価制度は貿易障害除去のために都合のよい道具になった。この制度を域
外にも開放して更に世界的な制度とすることでヨーロッパは世界でリーダーシップをとれることを期待し、戦略
的に推進した。規格作りについてもヨーロッパ共通の規格としてCEN(電気関係を除くすべて）、CENELEC(電
気関係の規格）を作るようになり、更にISO、IECに働きかけてウィーン協定（CEN規格を自動的にISO規格にす
る）、ドレスデン協定（CENELEC規格を自動的にIEC規格にする）など、戦略を推進している。各国1票の投票
を原則とする国際規格作りの場で、多数の国が強固に結束しているヨーロッパは世界で圧倒的な優位に立っ
ている。

◆ 参考資料

1) 標準化ジャーナルVol.21 1991.11

「海外における品質システム認証制度の動向」 飯塚悦功
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IAF 国際認定機関フォーラム

1993年設立

1998年米国デラウェア州に非営利公益法人として登記

メンバー参加機関数 52カ国 74機関 （2009.2現在）

１） 国際ルールにおいて認証制度の信頼性を確保すること

２） 相互承認を推進し、全ての国の適合性評価を同じレベルに

すること

目的

“ Certified once, accepted everywhere ”

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ④

◆ 解 説

認定機関は各国の権威ある機関として原則1国1機関ということになっているが、認定の分野がいろいろあって国
として１つに出来ない場合もある。日本はQMSから始まって順次拡大してきた JAB （財）日本適合性認定協会の
他に、JISマーク制度の製品認証機関を認定する認定機関として JASC 経済産業省製品認証業務室、そして情報
マネジメントシステムの認定機関JIPDEC （財）日本情報処理開発協会がメンバーになっている。

JASC = Japan Accreditation System for Product Certification Bodies of JIS Mark

JIPDEC = Japan Information Processing Development Corporation

IAFのメンバーは、認定機関会員56、アソシエーション会員14、地域特別承認組織など4、合計74 ということに
なっている。（2009.2.17現在IAFホームページ）

なお、日本以外の各国のIAFメンバーはIAFのホームページから詳細入手できる。有名なところでは英国の
UKAS(当初はNACCB）、ドイツのDAR、オランダのRvA、フランスのCOFRAC、アメリカのANABなどである。正式の
認証書には認証機関のロゴと共に認定機関のロゴも表示される。

◆ 参考資料

1) IAF 機関のURL http://www.iaf.nu/
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日本の認定制度のスタート

日刊工業新聞 1992.6.24 より →

ISO 9000 関連の審査登録制度の枠組

みが民間の制度として整備されることに

なった。

4 マネジメントシステム
の適合性評価制度 ⑤

◆ 解 説

民営の適合性評価制度を作ることになったことが、新聞のトップ記事として当時大きな反響を呼んだことがわかる。

日本では規格を作ることもそれを守らせるよう監督することも「国の仕事」というのが常識であった。ISO 9000sの認
定制度についても当初認定機関は国で作ることが考えられていたことがこの記事に書いてある。しかしながら国の
制度は国際的に見てとかく不透明であることから、世界の潮流は「規制緩和」「官から民へ」と動き、1995年の
WT0/TBT協定の発効でこれは加速することになった。

品質管理関連で国が管理するJISマーク制度も一種の適合性評価制度であり、新しい民営の適合性評価制度との
関係もこの記事には指摘されている。

◆ 参考資料

1) 日刊工業新聞 1992.6.24 
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（財）日本適合性認定協会 JAB について

1992 日本工業標準調査会から認定機関設立の答申

1993 （社）経済団体連合会（現在の日本経済団体連合会）

傘下35団体の支援を受けて、民間の非営利機関として設立

1998 IAF総会において、15カ国16機関と共にQMS審査登録機関の

認定に関し、国際相互承認協定を締結

当初は品質マネジメントシステム審査登録機関の認定からスタート、

以来、市場ニーズに対応して順次認定プログラムを拡充し、現在で

日本では唯一の総合的認定機関として内外で活躍中

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ⑥

◆ 解 説

JABについての概略である。JABの活動内容は、JABのホームページに詳しく記載されている。また、このホーム
ページには適合性評価についての解説も詳しい。

◆ 参考資料

1) 寺部哲央氏 （社）品質管理学会主催 TQM 基礎講座 2005.9.10  講演資料

2) JABのURL http://www.jab.or.jp/
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（財）日本適合性認定協会の認定業務

1 マネジメントシステム（QMS、EMS を初めとする各種 MS）について

審査登録機関認定

審査員評価登録機関認定

[審査員研修機関認定（2006.12で終了）]

2 校正機関、試験所の認定

3 要員認証機関の認定

4 製品認証機関の認定

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ⑦

◆ 解 説

審査員研修機関の認定業務は認定機関JABの仕事であったが、2007年から QMS はJRCA,  EMS はCEAR に
よる「承認」という形に変わった。

適合性評価はマネジメントシステム規格に対して直接関係するものの他、マネジメントシステムを支える計測や試
験のシステムについても整備されており、総合的に信頼性を確保するしくみになっている。（P.15及びP.27-29
も参照）

◆ 参考資料

1) ㈱L.M.J.ジャパンのURL http://www.lmj-japan.co.jp/info/news.htm の「ISO関連ニュース」より

2) JABのURL http://www.jab.or.jp/news/2005/qms_20050510_1.html
3) JABのURL  http://www.jab.or.jp/news/2006/061124_1.html
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1) 適合性評価機関の技術力と信頼性を確保すること

2) これらの技術力が適切に維持されているか監視すること

3) 各国との相互承認を推進すること

認定機関の役割 （基本）

適合性評価の制度の信頼性

a) 認定の結果は信頼できるか、適合性評価機関の間でばらつきは？

b) 異なる認定機関の認定結果は同じと言えるか？

c) A国の認定機関が認定した結果はB国の産業界あるいは市場で

受入れられるか？

a) は認定機関の基本的機能であり、認定機関は認定機関に対する要求事項として

定められた国際規格 ISO/IEC 17011 を確実に満たすことで達成することが出来る。

b)、c) はIAF のメンバーである認定機関が、他のメンバーと相互評価を実施し、その結

果に基づいて「相互承認」をすることにより達成することが出来る。

4 マネジメントシステムの適合性評価制度 ⑧

◆ 解 説

適合性評価（認定・認証）制度の問題点は最後の方でもう一度まとめる。P.30-32

国際的なルールとして信頼性を確保しながら運用していく上で最も大事な役割を担うのは認定機関である。認定
機関は正しく認定する能力があるか、その能力を維持することができるか、という基本的な問題と共に、公平性が
あり、どこの国の認定とも同等であると言えなければならない。このために、各国の認定機関が国際的なフォーラム
IAFを結成し、認定機関同士審査しあうしくみが出来ている。

（１）認定機関を審査する基準は ISO/IEC 17011:2004 (JIS Q 17011:2005) 「適合性評価－適合性評価機関の
認定を行う認定機関に対する一般要求事項」であり、

（２）相互に審査を行うための基準は ISO/IEC 17040:2004 (JIS Q 17040:2006) 「適合性評価－適合性評価機関
及び認定機関間の同等性評価に対する一般要求事項」がある。認定機関又は適合性評価機関の合意グループ
が実施する「同等性評価」プロセス及びこれに関係する合意グループの構成及び運鋭意に対する一般要求事項
を規定している。

なお、ISO 17011 の規格において、適合性評価機関とは、試験所、校正機関、検査機関、マネジメントシステム
認証機関、要員認証機関及び製品認証機関である。

・参考資料

1) 工業標準調査会JISCのURL http://www.jisc.go/
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JAB

JRCA
QMS 審査員

評価登録センター

溶接技術者
溶接技能者

JWES-PC
日本溶接協会

CEAR
EMS 審査員

評価登録センター

QMS 審査員 EMS 審査員

要員認証機関を ISO/IEC 17024 で認定

登録 登録登録

特定の技術・技能を持つことを所定の規格に照ら
して適合性を評価し、認証するしくみ

要員の適合性評価制度

5 その他の適合性評価制度 ①

◆ 解 説

要員認証機関の認定という意味では以前は溶接協会だけであったが、JABはJRCA及びCEAR を「審査員評価
登録機関」としてではなく、2006年12月、溶接と同じく「要員認証機関」として認定した。

◆ 参考資料

1) ㈱L.M.J.ジャパンのURL http://www.lmj-japan.co.jp/info/news.htm

の「ISO関連ニュース」より

2) JABのURL  http://www.jab.or.jp/news/2006/061124_1.html
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審査員研修機関の適合性評価制度

JAB

QMS 審査員研修機関
テクノファなど

9 機関

QMS 審査員研修生

EMS 審査員研修機関
テクノファなど
など 12 機関

EMS 審査員研修生

研修･試験 研修･試験

適合性評価制度全体の信頼

性は審査員の力量、倫理観

などに大きく依存する

要員認証機関
JRCA 及び CEAR

承認

認定

5 その他の適合性評価制度 ②

◆ 解 説

研修機関は研修と試験を行うだけで適合性評価を行う機関ではない、したがって認定機関が認定するというの
はおかしい。という理由から、JABが行っていた研修機関の認定業務を無くし、2007年1月から、QMS関連はJRCA、
EMS関連はCEARが研修機関を「承認」する形へ移っている。

研修機関は適合性評価機関ではないということから、ISOの適合性評価委員会CASCOの役割でもないので、
CASCOが研修機関の規格を作ることはない。研修機関の審査には国際審査員研修機関IPC (2005年IATCAから
改称）の規格を使う。

IPC (International Personnel Certification Association) 国際要員認証協会

◆ 参考資料

1) ㈱L.M.J.ジャパンのURL http://www.lmj-japan.co.jp/info/news.htm

の「ISO関連ニュース」より

2) JABのURL  http://www.jab.or.jp/news/2006/061124_1.html
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製品認証の適合性評価制度

事業者が供給する製品・プロセスなどが所定の規格などに適合しているか否か

を、第三者製品認証機関が評価し、認証を付与する制度

認定機関

製品認証機関

ISO/IEC ガイド65 で認定

事業者

製品認証

購入者

認証された製品

国が強制法規に基づいて特定の認
証機関を指定し、安全性などを確保
するしくみが長かった。

（JISマーク制度も製品認証制度）

5 その他の適合性評価制度 ③

◆ 解 説

JISマーク表示の認証は製品認証の部類であり、JISマークの登録認証機関はISO/IEC Guide 65:1996(JIS Q 
0065:1997)「製品認証機関に対する一般要求事項」に従って活動する。法律上は「国に登録」となっているが、登
録されるためには国の機関JASCから認定を受けることが事実上求められる。国際協調のためにJASCも認定機関
のフォーラムIAFのメンバーになっている。

（JASC = Japan Accreditation System for Product Certification Bodies of JIS Mark)

製品認証はもともと強制分野との関連が深く、日本では強制法規に基づいて特定の認証機関を指定し、その製
品の安全性、性能、健康性を確認するしくみが長く続いていた。しかしながらこれらのしくみは国際整合性の点で
問題があった。製品認証機関を認定する機関はまだ十分ではない。国内の製品認証機関では海外の認定機関
から認定を取得して業務を行っているところが多い。 2001年4月からJABがこの認定業務を開始しているが、認証
対象の製品の範囲は限られている。

ヨーロッパへの輸出ではEC指令により製品認証の一種であるCEマーキングが義務付けられる。ほとんどの製品
では自己適合宣言でよいが、特に高い安全性を必要とするなど製品の種類によっては第三者の認証が必要なも
のもある。CEマーキングについては、TUV（テュフ）のホームページなどが参考になる。

◆ 参考資料

1)http://www.jisc.go.jp/acc/jismrk-jasc.html

2) （財）日本適合性認定協会編「適合性評価ハンドブック」 日科技連 (2002)

3) http://www.tuv.com/jp/ce_marking_services_1.html
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試験所・校正機関の適合性評価制度 その１

国が強制法規に基づき試験機関を指定するしくみが長く続いたが、国際

ルールに合わせてこれも第三者認証の対象となった。

試験所・校正機関認定機関

各種試験所

事業者

ISO/IEC 17025 で認定

試験報告書発行依頼

校正機関

事業者

校正証明書発行依頼

ISO/IEC 17025 で認定

JCSS ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ

ISO/IEC 17011 による運営

計量法による

5 その他の適合性評価制度 ④

◆ 解 説

試験所と校正機関は、同じ規格 ISO/IEC 17025 を基準文書として認定されるしくみになっており、ここでは制度
として一括して扱う。試験所で使われる機器は校正されていることが要件であり、両者は密接な関係にある。但し、
校正には国家標準とのトレーサビリティの保証という特異な側面があり、注意を要する。

試験とは、「所定の製品、方法又はサービスについて一つ以上の特性を決定する技術的な作業であって、規定
された手順によって行われるもの」を言う。試験の結果は試験報告書又は試験証明書と呼ばれる文書に記録され、
試験を依頼した事業者に発行される。認定を受けた試験所が発行する試験報告書には、試験所を認定した認定
機関を表すロゴが付けられる。

校正とは、「計器又は測定システムによって指示される量の値、若しくは、実量器又は標準物質によって表される
値と、標準によって実現される対応する値との間の関係を、特定の条件下で確定する一連の作業」を言う。校正の
結果は校正証明書又は校正報告書と呼ばれる文書に記録され、校正を依頼した事業者に発行される。認定を受
けた校正機関が発行する校正証明書には認定機関及び校正制度を表すロゴ(JCSS)が付けられる。校正証明書に
は標準との比較によって得られた校正すべき機器の「不確かさ」が表記される。標準の不確かさはその上位の標
準との比較が保証されており、これによって校正結果は最上位の国家標準へたどるトレーサビリティーが確保され
る。日本では計量法により、トレーサビリティーの確保の制度が確立されており、JCSS (Japan Calibration Service 
System) と呼ばれる。校正制度のロゴとしてこの JCSS が使われる。認定制度としてのJCSSはIA Japan が運営する
が、計量法に基づく標準の管理と供給は（独）産業総合研究所が行っている。

◆ 参考資料

1) （財）日本適合性認定協会編「適合性評価ハンドブック」 日科技連 (2002)
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試験所・校正機関の適合性評価制度 その２

APLAC-623JCLA

ILAC/APLAC

-MRA

17224457IA Japan

APLAC-MRA-144VLAC

ILAC/APLAC

-MRA

IAF/PAC-MLA

2217942JAB

国際機関参加認定校正機関認定試験所常勤職員数認定機関

認定機関と認定数の概要 2006.9.19現在 （IA Japan 審査員連絡会資料より）

5 その他の適合性評価制度 ④

◆ 解 説

試験所及び校正機関の認定について、国際機関に参加している認定機関は現在４つある。それぞれが認定し
ている試験所・校正機関の数を表に示す。試験所及び校正機関は独立の企業として運営しているものの他、製造
時業者が内部に持っている部門であることもある。

ILAC = International Laboratory Accreditation Cooperation 国際試験所認定協力機構

APLAC = Asia Pacific Laboratory Accreditation Cooperation アジア太平洋試験所認定協力機構

MRA = Mutual Recognition Arrangement 相互承認

IA Japan = International Accreditation Japan （独）製品評価技術基盤機構の認定センター

JAB = Japan Accreditation Board for Conformity Assessment （財）日本適合性認定協会

JCLA = Japan Chemical Laboratory Accreditation （社）日本化学工業協会の日本化学試験所認定機構

VLAC = Voluntary EMC Accreditation Center (株)電磁環境試験所認定センター

◆ 参考資料

1) IA Japan 発行の平成18年度第1回審査員連絡会資料 「試験所認定での最近の話題とIA Japanの課題」 瀬田
勝男
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試験所・校正機関の適合性評価制度 その３

IA Japan
JAB など

各国の試験所認定機関相互承認

試験所

事業者

試験報告書

“One Stop Testing”

校正機関

事業者

校正証明書

認定 APLAC
アジア太平洋試験所

認定協力機構

ILAC
国際試験所認定協力機構

5 その他の適合性評価制度 ④

◆ 解 説

試験所・校正機関の認定については “One Stop Testing” というスローガンが世界的に普及している。試験所・

校正機関を認定する各国の認定機関が国際的な機関ILACを結成し、その中で相互に承認しあうことで、発行
された試験報告書や校正証明書を他の国でも認められ、試験・校正を省略することができる制度である。この
ためには試験所・校正機関の運営能力がISO/IEC 17025 に従っていることが厳格に審査される。審査を行う
審査機関はまた ISO/IEC 17011 という国際規格に従って厳格な運営を求められる。ILACが国際機関としては
大きすぎるため、通常の活動は地域ブロックで行うことが出来るよう、アジア太平洋地域ではAPLACがその任
務を行っている。相互承認の対象になる試験報告書や校正証明書にはILAC-MRA, APLAC-MRA などの
マークが付記される。

日本の計量法では、JCSSというトレーサビリティを保証する制度が確立しているが、この法律では「登録」された
校正機関では4年毎の登録更新でJCSSマークを使用した校正証明書を発行できる。国際的な One Stop 
Testing を望む場合は、登録とは別にISO/IEC 17025 による「認定」を別途申請しなければならない。その場合、
4年毎の更新ではなく、国際的ルールに従って定期的サベイランスを受けなければならない。

◆ 参考資料

1) 認定センターについてURL http://www.nite.go.jp/gen/nitenews/3rd/htm/tokushuu.htm

2) 認定事業者制度についてURL http://www.jcsslabo.or.jp/outline/out1.htm
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適合性評価を活用する利点（特にQMS、EMS）

供給者にとって

行政機関にとって

購入者にとって

① 事業機会の増大（世界市場で認められ、信頼される）

② 社内経営管理システムの充実・強化・再構築
・責任権限の計画化、業務の透明化、記録の習慣化

・失敗を明示し是正・再発防止に組織として取り組む習慣 など

① 認証取得者のリストから、取引先を検索・選別出来る
② 第二者としての監査が不要で安心して取引が出来る
③ 一般の消費者にとっても安心できる

① 規制緩和により行政組織のスリム化
② 公共調達の合理化

③ 行政組織が認証取得すれば
・業務簡素化

・市民へのサービス向上

6 適合性評価制度の利点と問題点 ①

◆ 解 説

供給者の事業機会には、認証取得を直接市場にアピールすることで営業活動上での直接メリットがあることと、
信用が得られることから投資の対象としても評価され、企業価値が増大することも含まれる。社内経営管理上のメ
リットは、認証取得にチャレンジする際の経営姿勢と密接に関係する。経営体質の抜本的な改善をめざす中で、
一つの手段として認証取得に取り組めば大きな成果が得られる。

適合性評価はP.15で見たように、ＱＭＳ，ＥＭＳだけではなく、それらシステム評価の信頼性の基礎を固めるため
に、試験所・校正機関、検査機関、製品認証機関、要員認証機関など多岐にわたる認定・認証のしくみがあり、総
合的、統一的な制度として国際的なルールが整備されてきている。「品質が要求事項を満足している」といっても
品質を測定する計測器が不確かであったり、試験のやりかたが不適正であったりすれば「満足している」とした判
断そのものが信用出来ないことになる。このため試験所・校正機関の認定・認証制度がある。これは計量標準の管
理制度（第12章）と密接に連携している。また「システムが要求事項を満足している」と判定する審査員が不適正で
あれば認証を与える行為が信用出来ないことになる。このため審査員の研修制度、評価登録制度が整備されてい
る。

これらが総合的に制度として確立して初めて、このスライドにあるさまざまな利点を利害関係者が享受できるもの
であることを忘れてはならない。

◆ 参考資料
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適合性評価制度が抱える問題点

購入者の信頼を失う

社会の信頼を失う

制度の崩壊へ

審査する側 受審側の信頼を得て正しい審査

審査の公平性、「偏り」がないこと

信頼感ある行動を取ること

審査員の力量、倫理観

受審する側 制度の目的、受審の目的を真に理解

誠実に真実の姿を示すこと

審査に最大限の協力をすること

審査が適正に行われる条件 満たされないと

6 適合性評価制度の利点と問題点 ②

◆ 解 説

審査機関は審査を受ける側とは独立であることが建前であるが、実際の現場では審査員個人と組織の代表者と
の直接対話が中心となり、好感・嫌悪感などが入り込む余地がある。そこに審査の｢偏り」が発生する危険があ
る。

現地審査は1日か2日の限られた時間で、ISO 9001:2000の場合、130を超えるチェック項目（ISO 9001:2000では
shallで表現される要求事項）を全てクリアしなければならない。従って審査では膨大な組織の管理システムを
わずかなサンプルで判断しなければならない。認証取得を急ぐあまり、組織にとって不利な資料は見えないよ
うにするなどの危険がある。

審査側と受審側の誠実な信頼関係によって審査の目的を十分共有し、両者協力して正しく合理的な審査を実施
することが求められる。

審査が不適正のまま認証が行われれば、その不適正な「認証」が世界に発表されることになる。問題が起これば
認証を取得した組織の評価は疑われ、審査した認証機関が疑われ、ひいては適合性評価の制度全体が崩壊
することになる。

審査の前面に立つ審査員の倫理観や力量が問われることであるが、審査員を評価し登録する機関や認証機関、
認定機関が協力して制度の維持に努めなければならない。実際にはアンケート、シンポジウムなどにより関係
者は努力を続けている。多数の雑誌やウェブサイトを通じてその努力の結果は公開されている。社会全体とし
て制度を理解し、監視をしながら発展させていきたいものである。

審査が適正に行われない事例としては多くの雑誌記事などで紹介されている。（下記参考資料など）

◆ 参考資料

1) 「こんなにいる「困った」審査員、コンサルタントが目撃した審査現場の有象無象

アイソムズ 2003年9月号 p.28-31
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認証さえ
とれればよい

簡単に認証
すれば儲かる

第三者認証制度にまつわる「負のスパイラル」

認証制度のしくみ側組織側

認証費用の下げ圧力

審査員の質低下

形式的審査
低品質審査へ
疑問／妥協
信頼感喪失

社会的信頼低下

審査登録機関の役
割認識不足

認証取得の本来
意義の認識不足

コンサルと審査の迎合コンサルタントへの依存

中小企業への普及

調達条件の要件化

収益水準の低下

審査員／審査ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の質維持が困難

審査登録機関の
運営負担増加

研修内容の限界
ISO 9000sの普及

審査員評価登録
の限界

社会的信頼低下

◆ 解 説

適合性評価システムが信頼を失っていくありさまを「負のスパイラル」として図にしたもの。 ２００３．７ JISCの適合
性評価委員会から発表されて有名になった。審査を受ける組織の側と適合性評価制度を運営する側の両方に原
因があり、それが連鎖拡大すると社会の信頼を損ねて破滅に至るというプロセスを表している。図中目玉のマーク
は、制度運営者、一般消費者等、利害関係者に公開、公表することによって、直接間接に知りうると思われる箇所。

(発表された「負のスパイラル」の図をそのまま引用したが、読みにくいのでテキストを上書きした。)

重要な点は中心部にある、受審側の「認証さえ取れればよいという考え方」、審査側が「安く簡単に審査すれば
儲かるという考え方」の二つの星型である。審査をする機関は本来、組織と購入者の間に独立の関係にあるべき
であるが、審査という行為が認証機関と組織との間の「契約」に基づくものであり、更に審査の現場では審査員個
人は組織の代表者と相対して問答を行うという濃厚な関係が伴うことから、「独立性」が大きな問題になる。

中小の組織では認証取得のためにコンサルタントに頼ることも多いが、そこでは「少しでも安く、簡単に」という気
持ちが働くことから、「迎合」の弊害が発生し得る。

◆ 参考資料

1) 「日本工業標準調査会適合性評価部会管理システム規格適合性評価専門委員会報告書」 2003年 7月
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1 適合性評価は国ではなく世界共通の制度として意義がある。

2 第二者に代わって第三者が ISO 9001 への適合性を評価するしくみが、

WTO/TBT という国際合意の枠組みの中で急速にその意義を深めていった。

相互承認により、“ Certified once, accepted everywhere. “ の原理が生かされる。

3 ISO/CASCO により適合性評価のための国際規格が次々と発行され、制度

運用のルールが明らかになってきた。

4 QMS や EMS などマネジメントシステムの適合性評価については、認定機関、

認証機関、審査員研修機関、審査員評価登録機関が、充実し、急速に普及している。

5 このほかにも試験所、校正機関、検査機関、など適合性評価の範囲は広いが、

統一した体系の中で適合性評価の制度が運用されるようになってきた。

6 適合性評価制度には数多くの利点があるが、問題点もあり、その解決策が

いろいろと試みられている。

ま と め ・・・・・ 第11章 適合性評価と認定・認証制度
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１ 適合性評価において、第一者、第二者、第三者とは何か

２ 認証機関と認定機関の区別は何か

３ 国が行っていた各種の認定制度を民間に移すことがなぜ重要になったか

４ “ Certified once, accepted everywhere. “ の意味は何か

５ 適合性評価に関する規格又はガイドを作るのはどこか

６ 適合性評価のための規格又はガイドの代表的なものを１つ上げよ

７ 適合性評価の対象となるものを５つあげよ

８ 第三者認証制度の問題点は何か

演習問題 A ・・・・・第11章 適合性評価と認定・認証制度

◆ 解 説

１）P.5参照

2) P.6,7参照

3) 国際取引の公正の原則から、貿易の障害になるような国毎の特殊な技術的規制は許されなくなった
（WTO/TBT) P.12参照。

4) 一つの認証を、認定機関同士の相互承認によって、どこの国でも通用することができる制度 P.20参照

5) P.14 ISO/CASCOが規格を作る

6) P.15

7) P.4,16

8) P.24, 32, 33
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1 JISマーク表示制度が国による許可制度から、民間の認証機関による第三者認証の

制度へと変わってきたことについて、その意味を述べよ。

2 ISO/CASCO が発行している ISO/IEC ガイド６０(JIS Q 0060:2006) 「適合性評価－

適正実施基準 (code of good practice)」というガイド規格がある。その概略を

調べ、なぜそのような規格が必要となったか、述べよ。

3 （財）日本適合性認定協会JABの業務範囲を調べよ。またどのような情報を

公開しているか、調べよ。

演習問題 B ・・・・・第11章 適合性評価と認定・認証制度
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